
　２　普通会計歳入歳出決算の状況

第10表　歳入決算の状況（普通会計）
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 24,439,007 32.4% 24,007,297 28.4% 431,710 1.8%

地 方 譲 与 税 533,726 0.7% 565,068 0.7% △31,342 △5.5%

利 子 割 交 付 金 16,233 0.0% 32,219 0.0% △15,986 △49.6%

配 当 割 交 付 金 117,179 0.2% 128,249 0.2% △11,070 △8.6%

株式等譲渡所得割交付金 86,633 0.1% 149,106 0.2% △62,473 △41.9%

法人事業税交付金 391,425 0.5% 338,023 0.4% 53,402 15.8%

地方消費税交付金 3,909,452 5.2% 3,792,762 4.5% 116,690 3.1%

ゴルフ場利用税交付金 18,273 0.0% 17,344 0.0% 929 5.4%

環境性能割交付金 46,004 0.1% 38,851 0.0% 7,153 18.4%

地方特例交付金 151,270 0.2% 405,813 0.5% △254,543 △62.7%

地 方 交 付 税 10,169,985 13.5% 10,294,367 12.2% △124,382 △1.2%

交通安全対策特別交付金 16,764 0.0% 17,806 0.0% △1,042 △5.9%

分担金及び負担金 988,670 1.3% 603,377 0.7% 385,293 63.9%

使用料及び手数料 1,584,580 2.1% 1,498,848 1.8% 85,732 5.7%

国 庫 支 出 金 16,310,047 21.6% 19,068,152 22.6% △2,758,105 △14.5%

県  支  出  金 5,133,016 6.8% 5,143,742 6.1% △10,726 △0.2%

財  産  収  入 765,293 1.0% 906,609 1.1% △141,316 △15.6%

寄    附　　金 169,153 0.2% 199,395 0.2% △30,242 △15.2%

繰    入    金 3,418,657 4.5% 4,232,306 5.0% △813,649 △19.2%

繰    越    金 2,659,258 3.5% 2,225,929 2.6% 433,329 19.5%

諸    収    入 1,535,118 2.0% 1,526,963 1.8% 8,155 0.5%

市          債 3,058,600 4.1% 9,335,500 11.0% △6,276,900 △67.2%

計 75,518,343 100.0% 84,527,726 100.0% △9,009,383 △10.7%

増 減 率歳  入  科  目
令 和  ４  年  度 令 和  ３  年  度

増 減 額

令和４年度の普通会計歳入決算の状況は、第10表のとおりで、それぞれの歳入科目の増減の

内容は、一般会計とほぼ同様です。

性質別歳出決算の状況は、第11表のとおりで、義務的経費では、人件費が、職員給や退職手当

の増等により前年度に比べ６．４％増加したものの、扶助費が、子育て世帯臨時特別給付金や住

民税非課税世帯等臨時特別給付金の減等により７．２％の減少、公債費が６．２％の減少となり、

全体で３．７％の減少となっています。

投資的経費については、災害復旧事業費が増加したものの、普通建設事業費の補助事業費が

本庁舎建設事業費や見初団地建替事業費の皆減等により５６．２％減少し、単独事業費は本庁舎

建設事業費の減等により６０．２％減少したことから、全体で５７．７％の減少となっています。

また、その他の経費については、物件費が、学校給食運営経費の増等により１１．１％増加したも

のの、積立金が、財政調整基金積立金の減等により３９．３％の減少、貸付金が、事業所設置資金

融資金額の減等により４．８％の減少となったことから、全体で１．０％の減少となっています。

なお、歳出性質別の構成比の推移は第３図のとおりです。
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第11表　性質別歳出決算の状況（普通会計） （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１人件費 10,001,484 13.7% 9,401,807 11.5% 599,677 6.4%

２扶助費 20,800,876 28.6% 22,424,396 27.4% △1,623,520 △7.2%

３公債費 6,030,216 8.3% 6,427,251 7.8% △397,035 △6.2%

小計（義務的経費） 36,832,576 50.6% 38,253,454 46.7% △1,420,878 △3.7%

４普通建設事業費 5,207,116 7.1% 12,599,130 15.3% △7,392,014 △58.7%

 (1)補助 2,131,508 2.9% 4,869,603 5.9% △2,738,095 △56.2%

 (2)単独 3,075,608 4.2% 7,729,527 9.4% △4,653,919 △60.2%

５災害復旧事業費 144,543 0.2% 43,875 0.1% 100,668 229.4%

小計(投資的経費） 5,351,659 7.3% 12,643,005 15.4% △7,291,346 △57.7%

６物件費 10,336,268 14.2% 9,304,951 11.4% 1,031,317 11.1%

７維持補修費 603,195 0.8% 625,875 0.8% △22,680 △3.6%

８補助費等 8,467,479 11.6% 7,680,553 9.4% 786,926 10.2%

９積立金 3,173,863 4.4% 5,232,013 6.4% △2,058,150 △39.3%

10投資及び出資金

11貸付金 594,687 0.8% 624,603 0.7% △29,916 △4.8%

12繰出金 7,496,316 10.3% 7,504,014 9.2% △7,698 △0.1%

小計（その他の経費） 30,671,808 42.1% 30,972,009 37.9% △300,201 △1.0%

計 72,856,043 100.0% 81,868,468 100.0% △9,012,425 △11.0%

第３図　歳出性質別の構成比（普通会計）
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